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年は 9項目中 4項目で（Fig. 3c）２つのグループ
間で差が見られたが（Mann‒Whitney U test），
2017年はすべての項目で有意な差は見られなかっ
た（Fig. 3d）．3年生では 2016年，2017年ともに
9項目中１項目で２つのグループ間で差が見られ
た（Fig. 3 e-f, Mann‒Whitney U test ）．

考　察

「全国海洋リテラシー調査」では調査対象学校
の抽出において人口規模（東京 23区・政令指定都
市，政令指定都市以外の市，町村）と海隣（海に
隣接，海に隣接せず）の６区分に分けている（東
京大学海洋アライアンス海洋教育推進研究セン
ター・日本財団，2016）．それによれば 2014年度
の全国の中学生のうち 49 %が海に隣接している市
区町村に，51 %が海に隣接していない市区町村に
住んでいる．政令指定都市以外の市に住んでいる
中学生は全体の 66.3 %で，本調査対象となった中
学校が所属する区分「海に隣接している政令指定
都市以外の市に住んでいる中学生」は全体の
29.0%を占める．「全国海洋リテラシー調査」では
人口規模や海隣と調査結果の関連性について報告
はないが，調査対象校の海洋に関する教育の施設
度と回答結果には有意な関係性は見られていない
（東京大学海洋アライアンス海洋教育推進研究セ
ンター・日本財団，2016）．本研究調査対象中学校
は 2016，2017年度共に特別支援学級を含む全 12

学級から構成されており，やや小規模ながら一般
的な公立中学校の規模といえる．また調査対象校
は海に隣接する市に所在しているが，学区内の小
学校 4つのうち３校は海に隣接しない内陸部にあ
り，もう 1校は海に隣接し体系的な海洋教育を実
施している小学校である．これらの出身小学校の
海隣の有無，海辺での活動経験と海洋リテラシー
の変化を継時的に調査するのに有用な例である．
本研究では「海洋リテラシー」を「海に関する
総合的な知識を活用する能力」として定義し，「理
解力」と「説明力」から構成されているとした．
2016年と 2017年の対象中学校の全校生徒の回答
平均値をレーダーチャートに表したところ「説明
力」より「理解力」の方が高い傾向があり，これ
は調査年度による違いは見られなかった（Fig. 4）．
「理解力」の中でも，海の必要性（例えば「海は人
間が生きていくためにぜったい必要である」（問
11））や海に対する感情（例えば「海は大切である
と思う」（問 12））などは「やや当てはまる」以上
の肯定的な回答が多い．本調査対象となった生徒
が対象となる（旧）小学校学習指導要領（平成 20
年（2008年）3月公示）では，社会科第５学年の
［１目標］としてまず『（1）我が国の国土の様子，
国土の環境と国民生活との関連について理解でき
るようにし…』と記載されており，続く［２内容］
では具体的に『（1）ア　世界の主な大陸と海洋…，
イ　国土の地形や気候の概要，…，（2）我が国の
農業や水産業について，次のことを調査したりし

Fig. 4.　The plotting form of the 27 questions for efficient evaluation of all students profile. Full line indicates 2016 

and dotted line indicates 2017.
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て調べ…』などの記載があることから，全ての児
童・生徒が海と自分たちの生活が何らかの関わり
を持っていることを学んでいる．「理解力」を「海
洋に関する原理的で基本的な概念の理解」と定義
すれば，我が国は海に囲まれており，気候や災害
など海から受ける影響と水産業などの海から恩恵
など，海との関わりや必要性についての基本的な
概念は小学校の教育課程である程度身についてい
るといえる．
一方，「説明力」は全般に低い．船の操縦やロー
プワークなど特別な経験の有無が影響する下位尺
度 F5「海に関わる知識と技術」に関する問いは別
として，質問項目の中には（旧）中学校学習指導要
領（H20（2008）年 3月公示， H22（2011）年 11月
一部改訂）に書かれている学習内容・単元と結び
つくものも多くある．例えば下位尺度 F6「海での
現象と危険性について説明する力」・問 15「海と気
候の関係について説明できる」に関連しては理科
と社会の両方に関連分野が見られる．理科では学
習指導要領理科第 2分野［２内容］に（4）気象と
その変化；ウ日本の気象；（イ）『大気の動きと海
洋の影響』が学習内容として記載されている．本
調査対象生徒が使用している教科書，啓林館「サ
イエンス２」の関連するページとして，２分野 : 
地球３章「大気の動きと日本の四季」では，シベ
リア気団から吹き出す大気は日本海側の暖流で水
蒸気を含み，日本列島の山脈にぶつかることで日
本海側に雪を降らせる一方，太平洋側では晴れて
乾燥した日が続くことが図とともに解説されてい
る．また，社会では地理的分野［２内容］に（2）
日本の様々な地域；イ世界と比べた日本の地域的
特色（ア）自然環境『… 海洋に囲まれた日本の国
土の特色を理解させるとともに，国内の地形や気
候の特色，…』を学ぶとされている．（旧）学習指
導要領解説（社会）（H20（2008）年 7月公示， H26
（2015）年 1月一部改訂）には，『海洋の影響につ
いては，日本の天気に影響を与える気団の性質や
季節風の発生，日本海側の多雪などの特徴的な気
象に，海洋がかかわっていることを理解させる』
と記載がある．本調査対象生徒が使用している教
科書，東京書籍・新しい社会「地理」を見ると，
第２編日本の様々な地域；２章世界から見た日本
の姿；１節世界から見た日本の自然環境；４．世
界から見た日本の気候　では日本の気候について

解説がある．ここでも「日本の中央部の冬の季節
風の様子」の図とともに，冬の季節風と暖流（対
馬海流），日本の山脈の関係から日本海側と太平
洋側で天気が全く異なることが述べられている．
このように異なる教科や学年で繰り返し学習して
いるはずだが，本調査問 15「海と気候の関係につ
いて説明できる」に対する得点は低い．これは授
業を受けた（履修した）が内容を理解できてない，
または定着してない，もしくは頭の中に知識はあ
るが自分の考え（知識）を他者にうまく伝えられな
い，の２つの可能性が考えられる．本設問では海
洋リテラシーのうち「説明力＝有意義な方法で海
について伝えることができる能力」を測るもので
はあるが，繰り返し学んだ知識が統合・定着して
いない可能性も否定できない．知識を習得してい
てもいなくても，必要な場面で有用な情報を他者
に伝えたり，使いこなせなければ結果として「説
明力」は低いことになる．海洋リテラシー，特に
海に関する説明力の向上は２段階で取り組む必要
があるだろう．１つ目は知識の習得と定着を目指
す．これは学習内容が断片的な知識の詰め込みに
ならず，教科をまたいだ内容を結びつけ事象を多
角的に捉えられるような教科横断型の取り組みも
必要であろう．２つ目は他者に伝える（教える）場
面を積極的に設ける．（新）学習指導要領でも主体
的・対話的で深い学びを掲げている（文部科学省，
2017a）．レポートを書く，壁新聞を作る，グルー
プで議論するなど様々な方法で他者の意見を聞
き，また自分の意見を伝えるような場面を作るこ
とが望まれる．

A小学校は海岸まで直線距離で 700 m弱という
立地を生かし，1年生から 6年生まで実践的な活
動を中心とした，「海」を活用した学習を実施して
いる（お茶の水女子大学 ; 2015, 2016, 2017）．低学
年では「海に親しむ」を中心に磯遊びや貝殻を用
いた工作に取り組んでいるが，中学年では総合的
な学習の時間を中心に地域の自然，産業について
学んでいる．例えば 3年生の総合的な学習の時間
では地元の漁協と協力しテングサの採取から加工
まで自分たちで行い，最終的にはトコロテンを作
ることで海からの恵みと地域の産業について体験
を通して学んでいる．4年生は毎年学区内にある
東京海洋大学水圏科学フィールド教育研究セン
ター館山ステーションに出向き，全員がシュノー
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ケル体験を通して自然観察を行なっている．高学
年になると教科学習とリンクした海洋学習を実施
している．5年生社会の水産業について学ぶ単元
では，地元の漁協の見学を行うなど「海の資源と
社会的背景」について体験を通した学びを行なっ
ている．同じく 5年生理科「動物の誕生」の単元
では発展学習として学区内にあるお茶の水女子大
学湾岸生物研究センターと協力し，ウニの受精・
発生の観察とその後 1年以上にわたり自分たちで
媒精した受精卵を稚ウニまで育てる取り組みを行
い，2016年度はその研究成果を第４回全国海洋教
育サミット（2017年 2月 5日，東京大学）におい
て児童が発表した（お茶の水女子大学，2017）．A
小学校出身者は入学直後の 1年生 6月の調査結果
では「説明力」（F6海の現象と危険性について説
明する力，F7資源と社会的背景について説明する
力，F8海との関係ついて説明する力）も高い値を
示している（Fig. 5a-b）．しかし中学入学後には，
前述したように，各教科で新たな知識を学んでい
るはずなのに知識の定着がないか，もしくは他者
に伝えることができないため「説明力」の得点が
下がっていく傾向が見られた．A小学校は 1学年
10人前後と小規模校のため限られた人間関係の中
で体験を共有するとともに，具体的に自分たちが
体験してきた「海に関すること」について，個々
の意見を尊重し活発な議論の中で知識の共有・定
着がなされ，「他者に伝える」能力が育まれた．
一方，中学入学後は「海に関すること」に触れる
機会が減り，また心身の成長に伴い興味関心も広
がることや，「海」に対する関心や経験値の低い内
陸部出身の同級生とも過ごすことになり，小学生
のときより「海」を意識することが減るだろう．

さらに目の前にある具体的なものではなく，より
抽象的なものを学ぶようになり，有意義な方法で
何かついて伝える能力にも変化が要求される．こ
のような複合的な要因により「説明力」が低下し
たと考えられる．
蓬郷ほか（2012）は小学校高学年を調査対象と
する「子供版海洋リテラシー調査票」を開発し，
小中学生の遠泳や大学生のマリンスポーツの実践
の前後で海洋リテラシーがどのように変化するか
調査した．続いて蓬郷・千足（2013）は小学校低
学年児童が回答可能な「低学年版海洋リテラシー
調査票」を開発し，様々な地域の海洋少年団で活
動する児童と東京および静岡の特に海辺での活動
に取り組んでいない児童の海洋リテラシーを比較
している．「理解力」は海洋少年団と対照群の児
童で差が見られなかったが，海洋少年団は対照群
の児童に比べて「説明力」が有意に高い結果が示
された（蓬郷・千足，2013）．本研究では蓬郷ほか
（2012）が開発した「子供版海洋リテラシー調査
票」（小学校高学年が調査対象）を用いて海辺での
活動に取り組んでいない中学校を対象に 1）全学
年的に継続的に調査をし，2）中学入学前の小学校
6年間の海辺での活動の取り組みの影響を考察し
た．各学年間でも，年度間でも，小学校で６年間
体系的な海辺の活動を経験した生徒とそうでない
生徒間でも「理解力」に差がみられかったことは，
蓬郷・千足（2013）の結果と一致する．このこと
は海洋リテラシーの２つの構成要素のうち「理解
力」の育成・向上に学校での学びが寄与している
と考えることができる．一方，本研究調査結果に
おいて海辺の活動を経験した生徒は入学時は他校
出身は比べて「説明力」の得点が高い傾向にある

Fig. 5.　The plotting form of the 27 questions of students from “A elementary school” profile. a) 2016, b) 2017. 

Thick full lines indicate 1st grade, thin full lines indicate 2nd grade, and dotted lines indicate 3rd grade.
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が，学年進行に伴い下がっている．これは海洋リ
テラシーのもう一つの構成要素「説明力」の向上
には，過去の経験だけでなく，継続的な体験学習
が有用であることを示唆している．
このように海洋リテラシーを育てるためには，
教科学習で学んだ知識を有機的に結びつける力と
ともに，経験・体験学習を通した学習も必要だと
考えられる．しかしながら，小学校の新学習指導
要領では総授業時間数が第 3学年から第６学年ま
で各学年で 35時間増加し（文部科学省，2017b），
今後時間的余裕がなくなることが予想される．ま
た中学校では教科ごとに担当教員が変わることか
ら時間割編成の自由度はほとんどないであろう．
このように実際に海辺で活動するには，教育課程
の編成上学外へ出ることも難しいかもしれないが，
小学校および中学校の学びにおいては映像の視聴
や理科の実験などで手を動かした体験的な学習を
積極的に取り入れることが重要だと考える．小学
校（新）学習指導要領の総合的な学習の時間／第
３指導計画の作成と内容の取扱いの中では「博物
館等の社会教育施設の活用」が推奨され，特別活
動／学校行事では「遠足・集団宿泊的行事におい
て自然や文化に親しむこと」が掲載されている
（文部科学省 2017b）．（新）中学校学習指導要領で
も総合的な学習の時間／第３指導計画の作成と内
容の取扱いの中で，「自然体験などの体験活動，発
表・討論などの学習活動を積極的に取り入れるこ
と」が掲載されており，特に体験活動については
「探究的な学習の過程に適切に位置づける」よう
記述されている（文部科学省 2017c）．このような
総合的な学習の時間や，特別活動，校外活動，修
学旅行では教科の学びと結びつけた継続的な体験
学習を盛り込み，児童・生徒の「海に関する知識
の定着と有意義な方法で海について伝えることが
できる能力」の育成を図ることが海洋リテラシー
の向上に繋がると考えられる．
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